（別紙様式１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
 競争参加資格確認申請書
  　                                               　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
国立大学法人愛媛大学
　学　長　　仁　科　　弘　重　　　殿　
　
　　　　　　　　　　　　　　　        　　住　　  　所
　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　代表者氏名                               
　令和７年７月２日付けで公告のありました「愛媛大学（樽味）農学部三科実験室等改修電気設備工事（再公告）」に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添付し申請します。
　なお、以下１から６について誓約します。
１．国立大学法人愛媛大学契約事務取扱規程第４条及び第５条の規定に該当する者でないこと。
２．会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた者を除く。）でないこと。
３．入札説明書に記載する本工事に係る設計業務の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者でないこと。
４．資本関係又は人的関係がある者が当該入札に参加しようとしていないこと（資本関係又は人的関係がある者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く。）。
５．落札した場合、書面に記載した配置予定の技術者を当該工事の現場に配置すること。
６．申請書等提出書類の内容については事実と相違ないこと。
記
　　１　入札説明書　記８（２）②から⑥に定める内容を記載した書面（別紙２から別紙６）
　　２　上記を証明する契約書（CORINS）、施工図面、資格者証等の写し、工事成績評定通知書の写し、
　　　　認定を受けていることを証明できる資料

（別紙様式２）
（用紙Ａ４）
同種工事の施工実績
	競争参加資格
	平成２２年度以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、下記の条件を全て満たす建物の新営又は改修の建築主体工事に伴う電気設備工事を施工した実績を有すること。ただし、単一工種(照明設備工事、通信設備工事等)のみを施工したものは含まない。
（ア）建物用途：教育・研究施設、体育施設、医療施設又は行政施設 

（イ）施工面積：２００㎡以上

　　　※対象となる工種（新営又は改修）の建築基準法上の床面積を示す。

（ウ）構造：鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造



	工　事　名　称　等
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）

	
	工期
	（和暦）　　年　　月　　日　から　　年　　月　日まで

	
	受注形態等
	単体／共同企業体（出資比率  ％）

	工　事　概　要
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建　物　規　模
	施工面積　           　　　（㎡）【※延べ面積ではない。】

	
	工事内容
	

	CORINS登録の有無
	有（ＣＯＲＩＮＳ登録番号○○○－○○○○－○○○）・無


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　
（別紙様式３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
工事成績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　
	工事成績相互利用登録発注機関が発注した電気工事における令和５年度以降に完成した工事の実績の有無　
	・有（下記の項目を記入）　・無（記入終了）


ⅰ）工事成績の平均点
以下の様式に従い、電気工事の工事成績の平均点を算出する。
	発注機関：工事成績相互利用登録発注機関
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度

	ａ：各年度の工事件数
	ａ1＝
	ａ2＝
	ａ3＝

	ｂ：各年度の工事成績の合計点数
	ｂ1＝
	ｂ2＝
	ｂ3＝

	Ｘ：各年度の平均点　　Ｘ＝ｂ／ａ
	ｘ1＝
	ｘ2＝
	ｘ3＝

	Ｙ：全平均点
　　Ｙ＝（ｂ1＋ｂ2＋ｂ３）／（ａ1＋ａ2＋ａ３）
	ｙ＝


注１：工事成績相互利用登録発注機関とは入札説明書別表２に記載する機関である。
　注２：各年度の平均点及び過去２年間以降の平均点の算出にあたっては、小数点以下第２位を四捨五入する。
　注３：工事成績評定の通知書の写しを年度毎に整理して添付すること。
ⅱ）工事の品質に関わる重大な問題の有無

　以下の様式に従い、文部科学省、所管独立行政法人及び国立大学法人等に、令和５年度以降に完成・引渡しを行った工事目的物で、引渡し後に、工事の品質に関わる重大な問題が発生した事例についての有無を記載すること。また、判断できない事例がある場合は、有・無欄は選択せず、その事例について具体的かつ簡潔に記載すること。

	重大な問題が発生した事例
	有　・　無


  ○事例

	工事名
	                            

	発注機関名
	

	完成年月日
	令和　　年　　月　　日
	引渡年月日
	令和　　年　　月　　日

	 具体的な内容（発生時期、発生場所、内容、原因、対応状況等）



	


　注１：「重大な問題」とは、以下のア）～エ）に記載する事項である。
　　　 ア） 重大な人的被害を生じた事故がある場合
　　　 イ） 重大な人的被害を生ずる蓋然性の高い物的事故が発生したことがある場合
　　　 ウ）  ア）又はイ）の事故を生ずる蓋然性の高い工事目的物の欠陥が発見された場合
　　　 エ） 上記の他、安全性に係る不具合が、数ヶ月にわたり改善されず繰り返された場合

　注２：「所管独立行政法人及び国立大学法人等」とは、入札説明書別表１に記載する機関をいう。
（別記様式４）
                                                                                 （用紙Ａ４）
配置予定技術者の資格、同種工事の施工経験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　
	配置予定技術者の

従事役職・氏名
	○○技術者　・　○○　○○  （フリガナ）

※監理技術者の配置が必要な場合であって、特例監理技術者として配置する場合は、別紙１を追加で提出すること。

	法令による資格・免許
	（例）一級建築工事施工管理技士（取得年及び登録番号）
　　　監理技術者資格（取得年及び登録番号）
      監理技術者講習（取得年及び修了証番号）

	競争参加資格
	平成２２年度以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、下記の条件を全て満たす建物の新営又は改修の建築主体工事に伴う電気設備工事を施工した実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が20％以上の場合のものに限る。）

ただし、単一工種(照明設備工事、通信設備工事等)のみを施工したものは含まない。
（ア）建物用途：教育・研究施設、体育施設、医療施設又は行政施設 

（イ）施工面積２００㎡以上

　　　※対象となる工種（新営又は改修）の建築基準法上の床面積を示す。

（ウ）構造：鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造



	工事の経験の概要
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	（都道府県名・市町村名）

	
	契約金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）  

	
	工期
	（和暦）　　年　　月　　日　から　　年　　月　日まで

	
	従事役職
	主任技術者・監理技術者・現場代理人　等

	
	建物用途
	

	
	構造・階数
	

	
	建　物　規　模
	施工面積　           　　　（㎡）【※延べ面積ではない。】

	
	工事内容
	

	
	 eq \o\ad(工事成績,　　　　　　　　) 
	　　　　　　　　　　　　　 （点）

	
	CORINS登録の有無
	有（ＣＯＲＩＮＳ登録番号○○○－○○○○－○○）・無

	申請時に
おける他
工事の従事状況等
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	工期
	（和暦）　　年　　月　　日　から　　年　　月　日まで

	
	従事役職
	現場代理人・主任技術者・監理技術者　等

	
	本工事と重複する
場合の対応措置
	

	
	CORINS登録の有無
	有（ＣＯＲＩＮＳ登録番号○○○－○○○○－○○）・無


（別記様式４・別紙１）

（用紙Ａ４）
特例監理技術者の兼務予定について

１．兼務をしている、又は予定している工事

	契約日（開札日）
	　　　　年　　月　　日
	請負金額
	

	発注機関
	

	工事名
	

	工事場所
	

	工期
	（和暦）　　年　　月　　日　から　　年　　月　日まで


２．監理技術者補佐

	氏名
	
	生年月日
	

	資格
	
	取得年月日
	

	監理技術者が

担う業務
	

	申請時における他工事の従事状況等

	工事名
	

	発注機関名
	

	工期
	（和暦）　　年　　月　　日　から　　年　　月　日まで

	従事役職
	現場代理人・主任技術者・監理技術者　等

	本工事と重複する
場合の対応措置
	

	CORINS登録の有無
	有（ＣＯＲＩＮＳ登録番号○○○－○○○○－○○）・無


※未契約の場合は、「開札日」を記入し、工期の始期は空白とすること。

※愛媛大学以外の工事を記載する場合は、発注機関欄に内諾を得た部署、担当者、連絡先を記入すること。

※契約済みの場合は、契約書等の契約していることを証明する書類を提出すること。

※監理技術者補佐の資格については、証明する証書を添付すること。

（別紙様式５）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
事故及び不誠実な行為
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　
　どちらかに○を記入。
Ⅰ．該当なし（以上で終了。）
Ⅱ．該当あり（下記に記入のこと。）
１．営業停止
	愛媛県を区域に含む営業停止措置のうち、令和７年１月２５日以降に期間が終了したものを全て記載すること。

	措置を行った機関
	営　業　停　止　の　期　間

	 （記載例）
国土交通省関東地方整備局
	（記載例）
令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日（　　ヶ月）


２．指名停止
	四国地区を区域に含む文部科学省から受けた指名停止措置のうち、令和７年１月２５日以降に期間が終了したものを全て記載すること。

	指名停止の期間

	（記載例）
令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日（　　ヶ月）


（別紙様式６）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
地理的条件（緊急時の施工体制）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　
    愛媛県松山市に所在する本店、支店及び技術者が常駐している拠点を記載すること。
	営業所等氏名
	郵便番号
	所　　在　　地
	本店・支店等の区分
（該当に○印）

	
	
	
	・本店
・支店
・営業所
・その他

	
	
	
	・本店
・支店
・営業所
・その他

	
	
	
	・本店
・支店
・営業所
・その他


  （記載例）
	営業所等氏名
	郵便番号
	所　　在　　地
	本店・支店等の区分
（該当に○印）

	（株）○○建設
▲▲支店
	000-0000
	○○県○○市○○町○－○－○
	・本店
・支店
・営業所
・その他


（別紙様式７）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する

認定状況
会社名：　　　　　　　　　　　　　  　　
　　　認定の有無について、該当に○印を記入すること。

	女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定（えるぼし認定企業（※労働時間等の働き方に係る基準を満たす物に限る）・プラチナえるぼし認定企業））又は一般事業主行動計画策定済（常時雇用する労働者の数が１００人以下のものに限る）
	有  ・  無

	次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（トライくるみん認定企業・くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）
	有　・　無

	青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定（ユースエール認定）
	有　・　無


※１　認定を受けていることを証明できる資料を添付すること。
　　　※２　外国法人については、内閣府によるワーク・ライフ・バランス等推進企業認定等相当確認をうけていること。
（別紙様式８）

（用紙Ａ４）

質疑書
国立大学法人愛媛大学
　学　長　仁科　弘重　宛

質疑者
会社名
代表者名

住所
担当者名
連絡先
工事名：愛媛大学（樽味）農学部三科実験室等改修電気設備工事（再公告）
上記件名の工事につきまして、以下の質疑に対する回答をお願い致します。

	図面番号等
	質疑内容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


（注意事項）
　・枠が足りない場合は足していただいてかまいません。
　・図面以外の質疑の場合は、図面番号等の欄に該当する書類名とページ番号を記入して下さい。

　　例：入札説明書５ページ、現場説明書４ページ等

　・本様式を使用しない場合は、質疑書の宛先、質疑者の会社名、代表者名、住所、担当者名、連絡先、工事名、質疑箇所、質疑内容を記載した様式で提出すること。
